様式第１号（第９条第１項）
茨城県小規模企業支援融資（パワーアップ分）認定申請書
年　　月　　日
（認定機関の長）　　殿

個人名・法人名
代表者　　　　　　　　　　　印
現住所
県内事業所の所在地
連絡先電話

　下記により融資を受けたいので、融資条件等の認定を申請します。

記

１　業種　　　　　　　　　　　（主たる事業内容）
２　資本金
３　従業員（パートを除く）　　　　　人
４　営業開始　　　　年　　　月から
５　県内事業所における営業　　　年　　　月から
６　融資の申込内容
（1） 申請金額　　　　　　　千円　　（内訳）設備　　　千円・運転　　　千円
（2） 融資期間　　設備　　年　　月（うち据置期間　　年　　月）
運転　　年　　月（うち据置期間　　年　　月）
（3） 融資利率　　年　　　パーセント
（4） 返済方法　　元金均等割賦
（5） 具体的な資金使途
（6） 融資を受ける時期
（7） 融資希望金融機関　　　　　　銀行・信用金庫・信用組合　本・　　　　支店


※融資対象条件と合致する項目を記載ください。

【第３条第１号～第３号の場合】受注高・売上高・粗利益の減少
　　（Ｂ　　　　　千円－Ａ　　　　　千円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　＝　　　　　％
　　　　　　 （Ｂ　　　　　千円）
　（Ａ）直近３か月間の受注高・売上高・粗利益
　（Ｂ）（Ａ）の期間に対応する前年の受注高・売上高・粗利益

　→【第２号の場合】受注高・売上高が減少し、直前の決算で損失を計上
	事業期間
	　　　年　　月　　日～　　　年　　月　　日
	

	売上額
	
	千円

	粗利益
	
	千円

	事業経費
	
	千円

	経常外損益
	
	千円

	当期税引後利益
	
	千円



【第３条第９号の場合】業務改善奨励金・賃上げ支援金
　（１）該当金の選択　　　　　　いばらき業務改善奨励金　いばらき賃上げ支援金
　（２）支給・交付決定の番号　　　　　年　　月　　日付け　　第　　号

【第３条第10号の場合】
調達価格（商品仕入高、材料仕入高、燃料費、電気代、ガス代、上下水道料のいずれか）の増加
　　（Ｂ　　　　　千円－Ａ　　　　　千円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　＝　　　　　％
　　　　　　 （Ａ　　　　　千円）
（Ａ）（Ｂ）の期間に対応する前年の調達価格
（Ｂ）直近３か月の調達価格

添付書類
共通
１  許認可等の必要な業種にあっては、許認可証等の写し
２  県税納税証明書（県税に未納がないことを証する納税証明書）
３  資金繰表
個別
・  前期及び当期の月別受注高・売上高の明細書又は月別試算表等（第３条第１号～第３号）
・  前期決算書又は税務申告書の写し（第３条第２号）
・  「いばらき業務改善奨励金交付決定及び額確定通知書」又は「いばらき賃上げ支援金支給決定及び額確定通知書」の写し（第３条第９号）
・  前期及び当期の月別調達価格の明細書又は月別試算表等（第３条第10号）
・  見積書又は契約書（設備資金の場合）
---------------------------------------------------------
　上記の者は、本制度の融資対象の要件に該当することを認めます。

　　　年　　月　　日
	（認定機関の長）	印　


(注)１　この認定にかかわらず、取扱金融機関の審査の結果、融資を受けることが適当でないと認められるときは、融資を受けられないことがあります。
２　取扱金融機関により融資を受けることができる場合であっても、上記で認定された範囲内で、融資金額、融資期間等の融資条件等が変更されることがあります。
また、上記で認定されたこと以外の融資条件等については、すべて取扱金融機関または保証協会所定の条件によることとなります。
３　この認定書の有効期間は、概ね１か月です。
様式第３号（第９条第１項）
茨城県小規模企業支援融資(パワーアップ分)認定申請書（県指定関係）
	年月日

（認定機関の長）　　　　殿

個人名・法人名
代表者　　　　　　　　　　　 印
現住所
事業所の所在地
連絡先電話

下記により茨城県小規模企業支援融資(パワーアップ分)を受けたいので、融資条件等の認定を申請します。
記
１ 業　　種　　　　　　　（主たる事業内容）
２資本金
３従業員（パートを除く）　　　　　　人
４ 営業開始　　　　　　年　　　　月から
５ 県内事業所における営業　　　　　年　　　　月から
６ 申請金額　　　　　　　千円
７ 融資期間　　　　　　年　　　　月（うち据置期間　　　　年　　　　月）
８ 融資利率	年　　　　パーセント
９ 返済方法	元金均等割賦
10 融資を受ける時期　　　　　年　　　　月
11 取引倒産事業者の概要
(1) 企業名
(2) 所在地
(3) 倒産年月日及びその事由	年	月	日の	           による
(4) 倒産事業者に対する売掛金債権等	　　　　　　　　　　円
主な取引先
	
	取引企業名
	所在地
	取引依存度

	1
	
	
	％

	2
	
	
	％

	3
	
	
	％


（注）取引依存度は、年間・半期など一定期間における「当該企業との取引額等／自社の全取引額等」の割合を概数で記入。

資金使途（具体的に）




（添付書類）
１　県税納税証明書（県税に未納がないことを証する納税証明書）
２　県指定倒産事業者に対し有する売掛金債権等が確認できる書類（写し）
※商工会等認定の際は原本による確認が必要。
３　資金繰表
４　許認可証等の写し（許認可等が必要な業種の場合）




上記の者は、本制度の融資対象の要件に該当することを認めます。

年　　月　　日

（認定機関の長）　　　　印


（注）１　この認定にかかわらず、取扱金融機関の審査の結果、融資を受けることが適当でないと認められるときは、融資を受けられないことがあります。
２　取扱金融機関により融資を受けることができる場合であっても、上記で認定された範囲内で、融資金額、融資期間等の融資条件等が変更されることがあります。
また、上記で認定されたこと以外の融資条件等については、すべて取扱金融機関または保証協会所定の条件によることとなります。
３　この認定書の有効期間は、概ね１か月です。





[bookmark: OLE_LINK1][bookmark: OLE_LINK2]様式
茨城県小規模企業支援融資（パワーアップ分）に係る倒産企業届出書
	年　  月  　日
茨城県知事　　　　殿
	法人名又は商号等
	代表者
	所在地
	連絡先担当者
	電話番号
倒産企業の県指定を受けるため、下記のとおり届けます。

	（ふりがな）
倒産企業名
	
	（ふりがな）代表者名
	

	所在地
	

	資本金額
	
	主な事業
	

	倒産の態様
	
	その発生年月日
	　　年　　月　　日

	負債総額
	円

	債権者(企業数)
	企業（うち県内企業数　　　　　　企業）
※茨城県内倒産関連中小企業者の状況は、債権者名簿のとおり。



（注）１　印は印鑑証明書のものを使用してください。
２　倒産発生年月日は、法的手続の場合は裁判所が申立書を受理した日、銀行取引停止処分の場合は銀行取引停止日を記載してください。
（添付書類）
１　会社登記簿の謄本（写しでも可）
２　定款（写しでも可）
３　倒産の原因を証する書類
(1) 銀行取引停止処分 → 取引銀行の口座取引解約通知書
(2) 会社更生法、破産法、民事再生法、会社整理、特別清算申立→申立書の写し
４　財務諸表
(1) 前々期、前期の貸借対照表・損益計算書
(2) 倒産時の残高試算表
届出先は、茨城県産業戦略部産業政策課金融グループです。
（電 話：０２９-３０１-３５３０）




茨城県内債権者名簿

	倒産企業名
	

	記入責任者
	



	
	企業名
	代表者名
	所在地
	電話番号
	債権額
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記入上の注意
１　法人企業については必ず法人名及び代表者名を、個人企業については事業主名を記入すること。
２　茨城県内に住所を有する債権者（大企業・金融機関・貸金業者等を除く。）全員記入のこと。

